
 

福祉保健の概況 
 

 

１ 人口動態（統計表１） 

 

１ 出  生 

出生数は 15,736 人で、前年より 603 人減少し、出生率は人口千対 6.9 で前年より 0.2

ポイント下回った。 

  合計特殊出生率は 1.43 で、前年を 0.01 ポイント下回った。 

母の年齢階級別の出生率の内訳を見ると、15～19 歳、20～24 歳、45～49 歳の年代で

は増加し、25～29 歳、30～34 歳、35～39 歳、40～44 歳の年代では減少した。 

 

２ 死  亡 

死亡数は 28,822 人で、前年より 525 人増加し、死亡率は人口千対 12.7 で前年より 0.4

ポイント上回った。 

 

３ 死  因 

第３位までの死因別順位は次のとおりであり、前年と変わらなかった。 

   第１位  悪性新生物 7,876 人（人口 10 万対 346.5）前年より 93 人増加 

     第２位  心 疾 患 4,155 人（人口 10 万対 182.8）前年より 131 人増加 

     第３位  脳血管疾患 2,875 人 （人口 10 万対 126.5）前年より 251 人減少 

  また、性別では次の順位となり、前年と変わらなかった。 

   男性…（第１位）悪性新生物（第２位）心 疾 患（第３位）脳血管疾患 

     女性…（第１位）悪性新生物（第２位）心 疾 患（第３位）老衰 

 

４ 乳児死亡等 

乳児死亡数は 20 人（出生千対 1.3）で前年より 13 人減少し、新生児死亡数では 9 人

（出生千対 0.6）で前年より８人減少した。 

   また、死産数は 320 胎（出産（出生＋死産）千対 19.9）で前年より 29 胎減少し、周

産期死亡数は 59 胎（出産（出生＋妊娠満 22 週以後の死産）千対 3.7）で前年より 2 胎

減少した。 

 

５  婚    姻 

   婚姻件数は 9,311 組と前年より 124 組減少し、婚姻率は人口千対 4.1 で、前年と変わ

らなかった。 

   また、平均初婚年齢は、夫は 30.7 歳、妻 29.1 歳であり、夫は前年より 0.1 歳減少し、

妻は前年より 0.2 歳減少した。 

 

６ 離    婚 

   離婚件数は 2,987 組と前年より 206 組減少し、離婚率は人口千対 1.31 で、前年より

0.08 ポイント下回った。 

 

 

 



 

２  地域福祉（統計表２） 

 

１ 民生委員(児童委員) 

  平成 28 年度の民生委員・児童委員数は、4,877 人であり、延べ 139,083 件の相談・支

援を行っている。 

   相談・支援状況を内容別にみると、「日常的な支援」に関するものが 37,271 件で最も

多く、次いで「在宅福祉」が 11,634 件となっている。（表２－１） 

 

２ ボランティアグループ 

  直近の調査は平成 28 年度に実施されたものであり、平成 28 年度のボランティアグル

ープ数は、3,836 団体、103,499 人で、前回調査の平成 25 年より 607 団体、95,843 人減

少した。（表２－２） 

 

３ 生活福祉資金 

  平成 28 年度における貸付決定状況は、165 件、53,283 千円であった。前年度に比べ、

件数では 42 件、金額においては 13,412 千円減少した。 

  また、償還率は 12.3％で前年度より 0.8 ポイント低下した。（表２－３～２－４） 

 

 

３  介  護（統計表３） 

 

１ 社会福祉士・介護福祉士養成機関の入学状況 

平成 29 年度入学試験の受験倍率は、社会福祉士 3.1 倍、介護福祉士 1.1 倍であった。

（表３－１） 

 

２ 社会福祉士・介護福祉士養成機関の卒業生就業状況 

平成 29 年３月の卒業生の県内就業率（介護業務等に就業）は、社会福祉士 38.4％、

介護福祉士 77.6％であった。（表３－２） 

 

 

４ 生活保護（統計表４） 

 

１  被保護世帯 

  １か月平均の被保護世帯数は 16,085 世帯で、前年度に比べ 114 世帯増加している。 

（表４－１－１） 

   労働力類型別にみると、稼働世帯 2,656 世帯に対し、非稼働世帯が 13,316 世帯と全体

の 83.4％を占めている。（表４－３） 

   世帯類型別の構成比は、高齢者世帯 46.2％、母子世帯 5.0％、傷病・障害者世帯 25.3％

となっている。また、世帯の人員は、単身者世帯が 79.2％を占めている。 

 （表４－４） 

  平成 27 年度の受けている加算の種類別では、障害者加算 4,017 世帯、児童養育加算

1,038 世帯の順となっている。（表４－６） 

 

 



 

２ 被保護人員 

  月平均の被保護人員は 21,060 人、保護率は 9.21‰で前年度と同率となっている。 

   郡市別にみると郡部が 407 人で保護率 5.18‰、市部が 20,653 人で保護率 9.36‰とな

っている。（表４－２－１） 

 

３ 医療扶助人員 

  月平均の医療扶助人員は 16,474 人で、前年度より 50 人増加しており、被保護人員に

占める割合は 78.2％である。 

  入院人員を病類別にみると、精神病が 46.1％を占めている。また、入院外人員のうち、

精神病患者の占める割合は 1.4％となっている。（表４－７） 

 

４ 保護の開始・廃止 

  保護の開始世帯数は 2,137 世帯、廃止世帯数は 2,096 世帯で、開始世帯数が廃止世帯

数を上回っている。（表４－８） 

 

５ 救護施設の状況 

  県内の救護施設は５施設で、年度末現在の在所者数は 553 人である。（表４－11） 

 

６ 保護費の状況 

  保護費総額は 29,919,408 千円で、昨年度より 0.2％減少した。構成比をみると、医療

扶助費が 46.1％、生活扶助費が 32.8％となっている。（表４－12） 

 

 

５  戦争犠牲者等の援護（統計表５） 

 

１ 恩給処理状況 

 恩給処理総件数は、０件で前年度に比べ３件減少した。（表５－１） 

 

２ 戦傷病者戦没者遺族等援護法による年金給付等の処理状況 

処理件数は、３件で前年度に比べ１件増加した。（表５－２） 

 

３ 戦傷病者手帳交付状況 

手帳交付総数は、前年度に比べ 29 人減の 382 人である。障害の状態別にみると、肢体

不自由（75.6％）が最も多く、視覚障害（6.0％）、聴覚障害（2.1％）、言語機能障害

（1.6％)、中枢神経機能障害（0.3％）、その他（14.4％）となっている。（表５－３） 

 

４ 戦傷病者特別援護法による援護の状況 

  療養費受給者数は、３人(398 千円)で前年度に比べ１人(122 千円)減少した。 

補装具の交付・修理件数は、２件(524 千円)で前年度に比べ件数は変わらず、508 千円

増加した。 

  葬祭費は、前年同様０件だった。 

また、乗車券引換証交付件数は、69 人で前年度に比べ 30 人減少している。 

なお、療養手当・更生医療については、いずれも支給していない状況である。 

（表５－４） 

 



５ 特別弔慰金及び各種特別給付金の処理状況 

   戦没者等の妻に対する特別給付金は、第二十七回特別給付金は号など 87 件処理した。 

戦没者等の遺族に対する特別弔慰金は、第十回特別弔慰金い号を 13,805 件処理した。 

戦傷病者等の妻に対する特別給付金は、第二十八回特別給付金い号など 267 件処理し

た。（表５－５） 

 

６ 中国残留邦人の引揚げ状況 

  平成 13 年以降実績がないまま推移していた引揚世帯は、平成 17 年度に１世帯を受け

入れたものの、平成 18 年度以降はゼロとなっている。（表５－６） 



 

国保・福祉指導の概況 

 

１  国民健康保険（統計表６） 

 

１ 世帯数・被保険者数の状況 

  平成 28 年度の市町村国保の加入世帯数・被保険者数の状況は、世帯数が 314,409 世帯

で対前年度比 2.5％の減、被保険者数が 517,887人で対前年度比 4.1％の減となっている。 

  被保険者の内訳を見ると、一般が対前年度比 2.7％の減、退職が対前年度比 29.3％の

減となっている。（表６－１） 

 

２ 療養諸費・保険料（税）の状況 

  平成 28 年度の１人当たりの療養諸費は 359,391 円であり、前年度と比べ 3,967 円

（1.1％）の増となった。内訳を見ると、一般は 1.3％の増、退職は 1.9％の減となって

いる。 

  また、１人当たり保険料（税）の状況は 90,893 円（対前年度比 1.9％増)となってい

る。（表６－２） 

 

３  保険者別の状況 

  平成 28 年度の１人当たり療養諸費は、最高が 565,518 円、最低が 289,811 円で、市町

村保険者における格差は 1.95 倍となっている。（表６－３） 

 

４ 特定健康診査・特定保健指導の実施状況 

  平成 28 年度の市町村国保の実施率は特定健康診査が 43.2％（対前年度比 0.4 ポイン

ト増)、特定保健指導が 37.8％（対前年度比 2.4 ポイント増)となっている。（表６－４） 

 

 

 

 

２  医療給付（統計表７） 

 

１  後期高齢者医療費給付の状況 

県内の後期高齢者医療被保険者数は、平成 27 年度（平成 27 年３月から平成 28 年２月）

月平均 359,012 人で対前年度比 1.0％の増となっている。 

 総医療費は 271,565,441 千円であり、対前年度比 2.6％増、また、１人当たり医療費は、

756,425 円で対前年度比 1.5％の増となっている。（表７-１） 

 

２ 後期高齢者健康診査の実施状況 

平成 28 年度の健康診査実施率は 23.8％となっている。（表７－２） 



医務薬事の概況 
 

１  医  療（統計表８） 

 

１ 医療施設 

  平成 28 年 10 月１日現在の病院数は 131 施設、人口 10 万対では 5.7 施設となった。ま

た、病床数は対前年 199 床減の 28,595 床で、人口 10 万対では 1250.9 床となった。 

  一般診療所数は前年より 6施設減の 1,688施設、人口 10万対では 73.8施設であった。

また、病床数は 90 床減の 642 床、人口 10 万対 28.1 床となった。 

  歯科診療所数は前年より 4 施設減の 1,168 施設、人口 10 万対 51.1 施設となった。 

 

２ 医療関係者（昭和 57 年から隔年調査） 

 (1) 医  師 

   平成 28年末の医師数は、平成 26年末より 52人増加して 4,698人、人口 10万対 205.5

人である。このうち、医療施設の従事者は 4,386 人（平成 26 年より 33 人増）で、人

口 10 万対で 191.9 人である。医療施設の従事者は、全体の 93.4％を占める。 

 (2) 歯科医師 

   平成 28 年末の歯科医師数は平成 26 年末より 7 人減少して 2,086 人、人口 10 万対 

91.3 人である。このうち、医療施設の従事者は 1,967 人（平成 26 年より 15 人減）、

人口 10 万対 86.0 人で、全体の 94.3％を占める。 

 (3) 薬 剤 師 

   平成 28 年末の薬剤師数は平成 26 年末より 156 人増加して 4,403 人、人口 10 万対

192.6 人である。このうち、薬局・医療施設の従事者は 3,675 人（平成 26 年より 181

人増)、人口 10 万対 160.7 人で、全体の 83.5％を占める。 

 

 

 

２  血    液（統計表９） 

 

１ 献血受入状況 

(1) 献血者数 

   平成 28 年度の献血者数は、88,977 人（200ml 3,470 人、400ml 52,759 人、成分 

  32,748 人）で対前年度比では 99.6％と減少した。（表９－１） 

   受入施設別に見ると、献血ルームでの献血者数が 68.4％、献血バスでの献血者数が 

  31.6％を占めている。（表９－２） 

(2) 献血申込者及び不適格者 

   平成 28 年度の献血申込者 103,126 人のうち、低比重やその他の理由により献血でき

なかった者は、14,149 人で全体の 13.7％であった。（表９－３） 

 

２  血液供給状況 

  平成 28 年度の医療機関への輸血用血液の総供給数は、339,977 単位で対前年度比

95.3％と減少した。（表９－５） 

 

 



 

３  薬    事（統計表 10） 

 

１ 薬事関係の業態 

  平成 28 年末現在、薬剤師数は 4,403 人で、平成 26 年末に比べ 156 人、約 3.7％の増、

人口 10 万人当たりでは 192.6 人（全国 237.4 人）となっている。また、薬局等医薬品

販売業者数は平成 28 年末現在 1,923 か所で前年に比べ８か所の減となっている。（表

10－１） 

 

２  医薬品等ＧＭＰ・ＱＭＳ査察等の実施 

  医薬品等製造許可申請等に伴いＧＭＰ・ＱＭＳ適合性評価及びＧＱＰ・ＧＶＰ・ＱＭ

Ｓ体制省令適合性評価のための査察を実施した。 

 （表 10－３－２、10－３－３、10－３－４、10－３－５、10－３－６） 

 

３  消費者のための薬のセミナーの開催 

  一般家庭における医薬品の誤用や事故を未然に防止するため、「医薬品の適正使用」

を中心とした薬事衛生知識について、一般消費者を対象に啓発指導を行っている。 

 （表 10－４） 

 

４ 薬事等の監視状況 

 (1) 薬事監視 

   医薬品等の品質、有効性及び安全性を確保するため、医薬品、医薬部外品、化粧品、

医療機器及び体外診断用医薬品の製造業者、製造販売業者、並びに薬局、薬店等の販

売施設 8,482 施設の 11.1％に当たる 942 施設の立入検査を実施した。（表 10－５） 

 (2) 毒物及び劇物監視 

   毒物及び劇物による危害発生を防止するため、毒物劇物営業施設及び届出を要する

業務上取扱施設等 1,585 施設の 15.9％に当たる 252 施設の立入検査を実施するととも

に指導講習会を実施し危害防止に努めた。また、毒物劇物営業者及び業務上取扱者の

自主的な管理体制を確立するため「自主点検表」による自己点検の励行を指導した。

（表 10－８) 

(3) 麻薬等監視 

   麻薬による県民の保健衛生上の危害を防止するため、麻薬営業者及び麻薬診療施設

等 1,880 施設の 15.7％に当たる 295 施設の立入検査を実施した。（表 10－９－１） 

   また、向精神薬による県民の保健衛生上の危害を防止するため、向精神薬取扱者 298

施設に対して立入検査を実施した。（表 10－９－２） 

 (4) 大麻、けしの取締り 

   大麻及びけしの不正栽培による県民の保健衛生上の危害を防止するため、不正及び

自生大麻・けしが多数発見されている地域を重点的に巡視しその発見に努め、新発田、

三条、長岡、南魚沼、上越、佐渡の各保健所及び医務薬事課において、不正・自生け

し 151 本を発見し措置した。（表 10－12） 

(5) 覚せい剤等監視 

   覚せい剤等の乱用による県民の保健衛生上の危害を防止するため、覚せい剤等取扱

い機関 257 施設に対して立入検査を実施した。（表 10－13） 

  

５ 薬物乱用防止対策 

  全国的に「第三次覚せい剤乱用期」の深刻な情勢が続いており、覚せい剤を始めとし



た薬物乱用の防止について、関係行政機関や県内約 400 人の薬物乱用防止指導員と連携

をとり、積極的な啓発活動の推進を図った。 

  平成 28 年の覚せい剤事犯検挙者数は 78 人と、前年より 6 人増加した。女性の検挙者

数については 11 人(前年 11 人)と、検挙者数の 14.1％を占めているため、引き続き女性

の薬物乱用に警戒を要する。（表 10－15） 

 平成 28 年のシンナー類事犯検挙・補導者数は、1 人（前年 0 人）であった。(表 10－16) 

 

 

４  試験検査（統計表 11） 

 

 平成 27 年度に引き続き、生物学的試験検査及び理化学的試験検査を実施した。 

 平成 28 年度の生物学的試験検査件数は、15,695 件で対前年度比 84.7％と減少した。 

 平成 28 年度の理化学的試験検査件数は、10,140 件で対前年度比 100.6％とほぼ同程度 

であった。 

 



 

医師・看護職員確保対策の概況 
 

１  医師・歯科医師・薬剤師（統計表 12） 

 

１ 医  師（昭和 57 年から隔年調査） 

平成 28 年末の医師数は、平成 26 年末より 52 人増加して 4,698 人、人口 10 万対 205.5

人である。このうち、医療施設の従事者は 4,386 人（平成 26 年より 33 人増）で、人口

10 万対で 191.9 人である。医療施設の従事者は、全体の 93.4％を占める。（表 12－１

～12－３） 

 

２ 歯科医師 

平成 28 年末の歯科医師数は平成 26 年末より 7 人減少して 2,086 人、人口 10 万対 91.3

人である。このうち、医療施設の従事者は 1,967 人（平成 26 年より 15 人減）、人口 10

万対 86.0 人で、全体の 94.3％を占める。（表 12－４～12－６） 

 

３ 薬 剤 師 

平成 28年末の薬剤師数は平成 26年末より 156人増加して 4,403人、人口 10万対 192.6

人である。このうち、薬局・医療施設の従事者は 3,675 人（平成 26 年より 181 人増)、

人口 10 万対 160.8 人で、全体の 83.5％を占める。（表 12－７～12－８） 

 

 

２  看護職員（統計表 13） 

 

１ 看護関係就業者数（実人員） 

平成 28 年 12 月 31 日現在の新潟県における看護職員の就業者数は保健師 1,183 人、助

産師 818 人、看護師 21,938 人、准看護師 6,060 人、合計 29,999 人であった。 

これを平成 26 年末と比べると、保健師は 16 人（対平成 26 年比 1.3％）の減少、助産

師は 28 人（同 3.5％）の増加、看護師は 971 人（同 4.6％）の増加、准看護師は 772 人

（同 11.3％）の減少、合計 211 人（同 0.7％）の増加となった。（表 13－１） 

 

２ 看護師等学校養成所の状況 

平成 29 年４月１日現在における県内の学校養成所の１学年定員は看護師 1,200 人、准

看護師 62 人であり、看護師 95.1％、准看護師 4.9％の構成比率となっている。（表 13－

２） 

全国の１学年の養成定員（平成 28 年４月１日現在：大学を含む）は、看護師 65,674

人、准看護師 10,567 人で、その構成比率は看護師 86.1％、准看護師 13.9％であった。 

 

３ 保健師家庭訪問実施状況 

  平成 28 年度末における県保健所保健師数は 71 人である。また、訪問世帯数は 1,096

世帯で、訪問実施回数は 1,750 回であった。（表 13－６－１） 

  平成 28 年度末における保健、保健福祉、福祉部門の市町村保健師数は 519 人である。

また、訪問世帯数は 35,629 世帯で、訪問実施回数は 31,236 回であった。（表 13－６－

２） 



高齢福祉保健の概況 

 

１ 高齢者の現況（統計表 14）    

 

１ 高齢者 

  平成 29 年 10 月１日現在の新潟県における 65 歳以上人口は 706,242 人であり、年齢不

詳を除いた県総人口に占める割合（以下、「高齢化率」という）は、31.3％である。 

   平成 28 年 10 月１日における 65 歳以上人口が 697,071 人、高齢化率が 30.6％である

ことから、前年よりも 9,171 人増加し、0.7 ポイント増加している。 

   また、新潟県の高齢化率 31.3％は全国の 27.7％よりも 3.6 ポイント高い。 

 65 歳以上人口を性別にみると、男性は 302,711 人、女性は 403,531 人で、男女比率は

約４：６となっている。また、75 歳以上人口では、その３分の２近くを女性が占めてい

る。（表 14－1） 

  

２ 高齢者世帯 

  平成 27 年国勢調査において、高齢者世帯は、172,753 世帯で全世帯の 20.4％を占めて

おり、平成 22 年よりも 32,770 世帯増加している。高齢者世帯の内訳をみると、単身高

齢者世帯が 82,333 世帯、高齢者夫婦世帯が 81,427 世帯、その他の高齢者世帯が 8,993

世帯となっており、高齢者世帯全体が増加している。（表 14－2） 

 

 

２  介護保険関連（統計表 15） 

 

１  特別養護老人ホームの状況 

  特別養護老人ホームは、平成 28 年度末で 300 施設、定員は 17,258 人で、前年度より

も施設数は８施設、定員は 369 人増加している。（表 15－1） 

 

２  介護老人保健施設の状況 

  介護老人保健施設は、平成 28 年度末で 105 施設、定員は 10,268 人で、前年度に比べ

施設数は同様だが、定員は 40 人増加している。（表 15－2） 

 

３ 指定介護療養型医療施設の状況 

  介護療養型医療施設は、平成 28 年度末で 21 施設、定員は 1,546 人で、前年度に比べ

施設数は２施設、定員は 23 人減少している。（表 15－3） 

 

４ 指定通所介護の状況 

  指定通所介護事業所数は、平成 28 年 10 月１日現在で 521 事業所であり、平成 28 年４

月１日付けで小規模の 205 事業所が地域密着型サービスに移行した分を含め、全体とし

て前年度よりも 209 事業所減少している。運営主体別でみると、社会福祉法人が 294 事

業所（56.4％）で最も多い。（表 15－4） 

 

 

 

 



 

５  訪問看護ステーションの状況 

  訪問看護ステーション数は、平成 28 年 10 月 1 日現在で 133 事業所であり、前年度よ

りも３事業所増加している。設置主体別でみると、医療法人が 44 事業所（33.1％）で最

も多い。（表 15－5） 

 

６  短期入所生活介護施設の状況 

   短期入所生活介護施設は、平成 28 年度末で 336 施設、定員が 7,308 人で、前年度に比

べ施設数は６施設増加しているが、定員は 159 人減少している。（表 15－6） 

 

７ 認知症高齢者グループホームの状況 

  認知症高齢者グループホームは、平成 28 年度末で 245 か所、入居定員は 3,551 人で、

前年度よりも８か所、入居定員は 165 人増加している。（表 15－7） 

 

８ 訪問介護員の状況 

  訪問介護員数は、平成 28 年 10 月１日現在で 5,505 人であり、前年度よりも 36 人減少

している。うち常勤者は 2,360 人（42.9％）で、前年度よりも 66 人増加している。（表

15－8） 

 

９ 指定居宅介護支援事業所における介護支援専門員の状況 

  指定居宅介護支援事業所における介護支援専門員数は、平成 28 年 10 月１日現在で

1,995 人であり、前年度よりも 20 人増加している。うち常勤者は 1,890 人で、全体の

94.7％を占めている。（表 15－9） 

 

10 介護保険サービスの給付の状況 

  平成 28 年度末の介護給付費は、前年度よりも 1,845 百万円増加し、210,960 百万円で

ある（国民健康保険団体連合会審査分）。 

  介護給付費の内訳をみると、居宅サービス費は 90,644 百万円（43.0％）、地域密着型

サービス費は 33,179 百万円（15.7％）、施設サービス費は 87,137 百万円（41.3％）で、

六年連続居宅サービス費が施設サービス費を上回っている。（表 15－10） 

 

11 要介護（要支援）認定者数の状況 

  要介護（要支援）認定者数は、平成 28 年 10 月末現在で 132,262 人である。うち要支

援 1 から要介護 2 の認定者数は 78,988 人で、全体の 59.7％である。（表 15－11） 

 

 

３  老人福祉関連（統計表 16） 

 

１  養護老人ホームの状況 

  養護老人ホームは、平成 28 年度末で 17 施設、定員は 1,420 人で、前年度と同様であ

る。（表 16－１） 

 

２  軽費老人ホーム（ケアハウス）の状況 

  軽費老人ホーム（ケアハウス）は、平成 28 年度末で 59 施設、定員は 2,257 人で、前

年度と同様である。（表 16－2） 

 



３  経過的軽費老人ホーム（Ａ型）の状況 

  経過的軽費老人ホーム（Ａ型）は、平成 28 年度末で３施設、定員は 190 人で、前年度

と同様である。（表 16－3） 

 

４  経過的軽費老人ホーム（Ｂ型）の状況 

   経過的軽費老人ホーム（Ｂ型）は、廃止のため平成 24 年度よりすべて０である。（表

16－4） 

 

５ 生活支援ハウス（高齢者生活福祉センター）の状況 

  生活支援ハウス（高齢者生活福祉センター）は、平成 28 年度末で 20 か所、定員は 228

人で、前年度と同様である。（表 16－5） 

 

６ 老人福祉センターの状況 

  老人福祉センターの数は、平成 28 年度末で 50 施設となっており、前年度と同様であ

る。（表 16－6） 

  

７  在宅介護支援センターの状況 

   在宅介護支援センターの数は、平成 28 年度末で 50 か所であり、前年度よりも３施設 

減少している。（表 16－7） 

 

８ 地域包括支援センターの状況 

  地域包括支援センターの数は、平成 28 年度末で 30 市町村、120 か所の設置となって

おり、前年度と同様である。（表 16－8） 

 

９  老人クラブの状況 

  老人クラブのクラブ総数は、平成 28 年度末で 2,406 クラブ、会員総数は 129,022 人で、

前年度よりも 96 クラブ、会員は 8,394 人の減少となっている。（表 16－9） 

 


